
 

連携 
・ 

調整 

大分市公共施設等総合管理計画 

基本方針 

大分市総合計画 

大分市公共施設白書 

 

大分市行政改革 

推進プラン 

 

大
分

市
イ

ン
フ

ラ
等

の
現

状
 

個別施設計画 個別施設計画 個別施設計画 

分野別方針 

第２期大分市公共施設等総合管理計画 概要版

１．計画の目的と位置付け

本市では、新産都の指定以降の

人口急増にあわせ、学校、市営住

宅等の公共建築物と、道路、橋

りょうなどのインフラを整備して

きました。

今後これらの施設が老朽化し、

多額の経費が必要になることが見

込まれています。そこで、公共施

設の適正な維持管理を長期的な視

点で計画的に行うため本計画を策

定しました。

２．人口の推移

本市の人口は、今後緩やかに減

少に向かう見込みで、今後30年

間で約4.4万人減少すると見込ま

れています。また、年少人口と生

産年齢人口は減少し、高齢人口は

増加することが見込まれています。

今後は人口減少や人口構成の変

化にあわせた公共施設の運営が必

要となってきます。

３．財政状況

本市の財政状況は歳入において

は、今後も大幅な増加は見込めな

い中、歳出においては、扶助費等

の増加により義務的経費の増加が

見こまれます。

また、公共施設等の整備に充て

る投資的経費の、直近5年間の平

均は296億円となっています。

４．公共施設等の現状

本市の保有する公共建築物の総

延床面積は134.4万㎡となってお

り、築年別の整備状況では、築

30年以上の施設は約53.3％と半

数以上が築３０年以上となってい

ます。

５．今後のコスト⾒込み

今後長寿命化等の本計画を実施した場合には、今後３０年間で必要となる経費

は約８，６９７億円、年平均約２９０億円となります。これは、直近5年間の

投資的経費の平均296億円とほぼ同額となります。

６．公共施設等の管理に関する基本⽅針と全体目標

これまでの課題に対し、限られた予算の中で公共施設を適切に維持管理して

いくため、４つの基本方針と５つの全体目標を設定します。

４つの基本方針

①計画的保全による⻑寿命化の推進

これまでの「事後保全」の維持管理だけでなく、長期的な視点で計画的な「予防保全」の考え
を取り入れ、公共施設等の長寿命化を推進します。

②施設保有量の最適化

今後の財政状況や人口特性などに見合った適切な施設保有量の検討を行います。これまでの
「施設重視」の発想から、「機能重視」の発想へと転換し、施設保有量の最適化を図ります。

③市⺠ニーズに対応した施設の活⽤

市民ニーズの多様化、防災対応やユニバーサルデザインの考え方の導入や面的なバリアフリー
化の推進、環境に配慮した取組など時代の要請に対応します。

④まちづくりと連動したマネジメントの推進

大分市総合計画の将来目指すまちづくりを見据え、地域や施設の特性を考慮し、マネジメント
を推進します。また、国・県・近隣市町と相互に連携を図り広域的な視点で取り組みます。

全体目標

①公共施設等の⻑寿命化（建築物の目標耐⽤年数を８０年）

これまで４０～５０年程度で建替えを行ってきた施設をできるだけ長く利用するため、計画的
保全により、８０年以上継続して利用することを目標にします。

②公共建築物・プラントの保有量の最適化（更新対象施設の全体総量の延床⾯積を20%縮減）

更新時には、必要な機能の維持を優先し対象施設全体の延床面積２０％程度の縮減に取り組み
ます。

③ インフラ資産の効率的な維持・整備

生活基盤として安全を確保し、管理基準の設定、計画的な保全、新技術や民間活力を活用して
の老朽化対策に取り組む。新規整備については費用対効果などを勘案して実施します。

④公営企業会計の健全経営の維持

水道事業などの公営企業は、料金収入を基盤とする独立採算事業です。人口減少や施設老朽化
等の課題に対し、組織体制の見直しや経営の効率化を図り、安定したサービスの維持に努めます。

⑤⻑期的な視点からの費⽤負担の平準化

今後一斉に更新時期を迎える公共施設の整備費用について、費用負担の集中を分散するため、
年度間で費用負担の平準化を図ります。
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延床面積(㎡)

学校教育施設 市営住宅 公⺠館・ホール施設 図書館

社会教育施設 スポーツ・レクリエーション施設 子育て支援施設 保健・福祉施設

庁舎等⾏政施設 消防・防災施設 産業・観光施設 プラント

公園 その他施設 用途廃止した施設 更新対象外施設

築30年未満︓46.7％築30年以上︓53.3％

築20年未満︓25.6％築40年以上︓28.2％
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築30年以上

53.3％

43.4


